
医療技術評価提案書（保険未収載技術用）【概要版】 
※ 概要版にはポイントのみを、本紙に既に記載されている様式を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、1枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。 

※ 保険既収載の技術であっても、対象疾患の適用拡大等に係る評価である場合は、本用紙を用いること。 

※ 技術そのものが新設であっても、すでに保険診療の中で認められているものについては、「保険既収載技術用」を用いること。 

技術名 歯科用３次元Ｘ線画像撮影技術 

技術の概要 歯および顎骨等を３次元的に描出する新たなＸ線撮影技術 

対象疾患名 
歯の破折、根尖性歯周炎、辺縁性歯周炎、智歯周囲炎、変形性関節症（顎関節）、

埋伏歯（特に発達期における）等のなかで従法では診断が困難であったもの 

保険収載の必要性のポイント 
上記疾患で従来法にて病変の検出が困難な場合や治療方針を決定できない場合、全

身用ＣＴが利用されることがあるが、解像度が低く、しかも被曝線量が大きい。 

【評価項目】 

Ⅰ-①有効性 

・治癒率・死亡率・QOLの改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベルの明確化 

疾患を適確に診断し、また安全・確実な治療を行うことができるため、治療回数の

軽減、治療時間の短縮が図れ、患者ＱＯＬの向上も期待される。EADMFRでガイドラ

インが提示され装置の有用性については、すでに複数の学会や学術雑誌に数多く報

告されている（日本歯科医師会雑誌Vol.611129-1138,2009等）。 
            エビデンスレベル：  I  II  III  IV  V  VI 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

Ｘ線撮影領域が限定されるので患者の被曝線量は従来型パノラマ撮影に同等かそ

の数倍程度であり、全身用ＣＴよりかなり低い。したがって、安全性は高い。 

Ⅰ-③普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

従来の歯科単純撮影を実施し、診断を困だった症例が困難対象となることから、そ

の約0.05%が実施したとして算出。    年間対象患者数  ５８，０００人 

H19.6年社会医療診療行為別調査より   年間実施回数（1人当たり） １ 回

Ⅰ-④技術の成熟度 

・学会等における位置づけ 

 ・難易度（専門性・施設基準等） 

専門学会では臨床的価値を高く評価する一方、その利用が安全で適切であることを

求める。施設基準を特に要しないが、一定の専門的訓練が望まれる。偶然発見され

る病変に対応するために遠隔診断などの設備があることが望ましい。 

Ⅰ-⑤倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば記載） 

特に問題ない 

Ⅰ-⑥妥当と思われる診療報酬の区分 

（1つに○） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ精神・Ｊ処置・Ｋ手術・

Ｌ麻酔・Ｍ放射線・Ｎ病理・その他 

妥当と思われる点数及びその根拠 

（新設の場合） 

類似技術の点数（医科点数のCT撮影600点,CT断層診断450点、電子画像管理可算

120点;合計1,170点）と比較して同等と考えられるため 1,170点が妥当と考える

が、一般開業医で加算部分を算定しない場合は708点とする。点数 １,１７０ 点

Ⅰ-⑦代替する保険既収載技術との比較 
当該技術の導入より代替される既収載技術     無 ・ 有  

（区分番号と技術名                        ） 

・効果（安全性等を含む）の比較 
従来の単純撮像法よりも診断能が高く、医療用の CT よりも格段に低被曝であるた

め安全性が高い。 

・費用の比較 
E200コンピュータ断層撮影診断料CT撮影850点,1,イ マルチスライス型の機器と

比べて、撮影料は190点安価 

Ⅰ-⑧予想される医療費への影響（年間） 
予想影響額  6億5000万 円 増・減

＊増加と記載されたことにより技術への評価が変わるものではない

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少が予

想される医療費（費用－効果分析な

どの経済評価を実施していれば記

載可） 

予想される当該技術に係る医療費は 

11,700（円）x５万８千（人）ｘ１（回）＝6億7860万円 

当該技術の保険収載に伴い減少が予想される医療費 

通院回数の減少、適切な治療が実施され健康な残存歯が増加し欠損補綴にかかわ

る治療費の削減が考えられる。QOL上昇により、間接的に医療費の削減が期待で

きる。 

Ⅰ-⑨その他 

（QOL の改善等について特記すべき事項

があれば記載） 

的確な診断がくださせることによって、早期発見早期治療を可能として、通院回数

の減少、適切な治療が効果的に実施されることで健康な残存歯が増加しQOLが上昇

することが期待できる。下歯槽神経損傷などの重大な偶発症を防ぐことができる。
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技術名：歯科用３次元Ｘ線画像撮影技術

２次元による重積像であるために、複雑な病態
を診断することが困難な場合があった。
本技術は歯科で開発され、医科用のCTに比較

して低被曝で高画質であることから、広く普及す
ることが望まれている。

従来の口内法

歯科用X線
CT（３DX）

臨床例；従来法
では左上７番の
根尖病巣の広が
りを診断すること
は困難であった。

従来は、医科に準ずるように歯科大学付属病
院で、①歯科放射線撮影に特に訓練された診療
放射線技師が撮影し、②歯科放射線専門医が
読影を行い、医科科点数を準用し、実施されてき
た。これを広く普及させ安全確実に実施するため
に歯科点数表に収載を希望する。

収載にあたり、前述の①と②に対する機能を加
算の形式をとることで明確化した。また、偶然発
見される病変も多いことから、③遠隔診断を利用
して専門医の対診することが望まれることから、
加算の形式でその機能を明確化した。

歯科用３次元
Ｘ線画像
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 日本歯科放射線学会 

技術名 根管充填後の再度のエックス線検査 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
E000 写真診断「１のイ（２）」 

技術の概要 根充確認のための歯科エックス線撮影 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 現在、根管充填後の再度のエックス線検査は、「注 一連の症状を確認するた

めに・・・50/100 に相当する点数により算定する」に準じて、診断料 10 点、

撮影料 25 点、フィルム代 3 点で、38 点とされている。「一連の症状を確認」

ではないので不適当である。 
 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

根管充填後の再度のエックス線検査は治療終了後（加圧根充算定にはエック

ス線検査が必須である）の確認であり、「一連の症状を確認」には該当しない

ので、点数算定は、診断料 20 点、撮影料 25 点、フィルム代 3 点で、48 点と

するべきである。 
 

点数の見直しの場合        38 点   →        48 点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在  約 6,000,000  人→ 

     人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在  約 6,000,000   回→ 

     回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

    平成 21年社会医療診療行為別調査 6月診査分での加圧根充（単根管、

２根管、３根管以上を含む）の算定を基準とした。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額  約６億円  円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他 特になし 

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等 日本保存学会，日本歯内治療学， その他 
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 日本歯科保存学会 

技術名 充填（根面う蝕）の算定要件の変更 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
Ｍ００９ 

技術の概要 歯科充填用材料Ⅰおよび歯科充填用材料Ⅱを用いて，歯周疾患により露出し，

歯肉溝滲出液および血液等で歯質が汚染されやすく，その窩洞形態は不定で

ある根面部のう蝕等に対して充填を行う。 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 現行，第１２部歯冠修復及び欠損補綴Ｍ００９充填，通則（７）の根面部の

う蝕等に対する充填は，「１ 単純なもの」により算定するとなっている算定

要件を見直し，「２ 複雑なもの」への算定要件の変更による増点を提案する。

 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

近年，歯周疾患に対する治療法の拡大により露出根面に存在するう蝕等に対

する充填の必要性が高まってきている。また，今後の人口動態予測からも高

齢者人口の増加が見込まれており，歯周疾患等による根面う蝕等，歯頚部根

面に及ぶ疾患の増加が予測される。このような根面に発症したう蝕等の歯牙

欠損の充填処置は，歯周処置後だけではなく，治療前，治療中など治療時期

は多様性を求められている。そして，その窩洞部位は，発症部位から不潔域

に存在し，歯肉溝滲出液等にさらされており，充填処置前の隔壁処置等の難

易度は高く，また，形態は根面に沿って環状に広がるものが多く，とくに隣

接面に及ぶものの充填術式の難易度は高い。これらを考慮し，「１ 単純なも

の」から「２ 複雑なもの」への変更が妥当な評価であると提案する。 

点数の見直しの場合 「１ 単純なもの」１００ 点 → 「２ 複雑なもの」１４８ 点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在     人→ 

     人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在     回→ 

     回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

今回の提案は，算定要件の変更であり，普及性の変化の患者数および実施回

数については，変化はないものと判断している。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額     77,996,880 円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

（平成 21 年データ）充形単純 1,999,924 件の 5％、99,996 件ｘ12 月ｘ単純か

ら複雑へで 48 点増、歯科材料 I から II へ変更で 17 点増で、99,996x12x650

は、合計 77,996,880 円の増。 

 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 
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Ⅲ-⑤その他 特になし 

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 日本歯科保存学会 

技術名 充填（歯冠修復）料の増点 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
Ｍ００９ 

技術の概要 歯牙歯冠全体あるいは一部硬組織欠損または歯冠修復物の破損あるいは周囲

硬組織におよび欠損に対するコンポジットレジン充填および充填物の維持の

ために接着技術を併用して機能回復を図る。 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 充填（１歯につき） １ 単純なもの：１００点，２ 複雑なもの：１４８

点より，１ 単純なもの：１２０点，２ 複雑なもの１６８点への増点を提

案する。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

近年，歯科充填用材料ⅠおよびⅡの充填材料の強度は著しく大きくなり，ア

マルガムの強度をはるかにすでに凌駕している。その結果，前歯，臼歯部を

問わず咬合接触する部位にも，咬合負荷にも耐えうるために，従来の金属修

復物が選択されていた適応症にも有効である。また，歯質，金属，レジンお

よび陶材に対する接着技術は，接着手順の煩雑さはあるものの接着力の強化

および歯質親和性は向上してきている。その結果，前装修復物等の破折，剥

離あるいは辺縁部金属の露出に対する修復も可能となってきた。しかし，口

腔内環境は前述のように様々であり，それらに強固に接着させるためにはそ

れぞれに対応する専用接着プライマーが開発されており，その効果を発揮し

ている，それらは製品に内蔵されているものと内蔵されていないものとがあ

り，材料料は増加している。これらを考慮し，よりより接着効果を発揮し，

より長く充填物を維持続けるために充填料の「１単純なもの１００点」を１

２０点，「２複雑なもの１４８点」を１６８点に増点が妥当な評価であると提

案する。 

点数の見直しの場合 
 １単純なもの １００点 → １２０ 点 

 ２複雑なもの １４８点 → １６８ 点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在     人→ 

     人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在     回→ 

     回 増・減・変化無し 

 ※根拠： 

この提案は，点数の増点であり，年間対象患者数および実施回数に関しては，

すでにこの充填・接着術式は，全ての保険適用材料に応用されて販売され，

また，臨床において必須の術式として広く応用されており，反映する普及性

に変化ないものと判断している。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 
予想影響額 12,223,483,200 円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

（21 年データから）充填単純 1,999,924 件ｘ12 月ｘ20 点増及び充填複雑

3,093,194 件ｘ12 月ｘ20 点増で、5,093,118 件 x12x200,合計 12,223,483,200

円の増加。 

567



Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他 特になし 

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 日本歯科保存学会 

技術名 歯髄保護処置（歯髄温存療法ならびに直接歯髄保護処置） 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・I処置・Ｊ手術・Ｋ

麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
I001 

技術の概要 臨床的健康歯髄又は可逆性歯髄炎であって、感染象牙質をすべて除去すると

広範囲に露髄を招く深在性う蝕を対象に、水酸化カルシウムなどを貼付し感

染部の治癒を図る（歯髄温存療法）。窩洞形成中の限られた露髄に対し、水酸

化カルシウムなどを貼付し、新生象牙質の形成を図る（直接歯髄保護処置）。

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（ 経過観察に要する期間の見直し ） 

具体的な内容 歯髄温存療法：現行の、「３か月以上の経過観察期間と期間内に２回程度の薬

剤の貼付を行う」から、「概ね３か月程度の経過観察期間を要する」への変更

を提案する。 

直接歯髄保護処置：現行の、「１か月以上の経過観察を要する」から、「概ね

１か月の経過観察を要する」への変更を提案する。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

十分な新生象牙質の形成は、感染歯質の残存量や露髄面の大きさに深く関与

する。したがって、当該歯の罹患状況、臨床症状から良好な経過を示す症例

においては 1.5～2 か月（歯髄温存療法）、あるいは３週間程度（直接歯髄保

護処置）で歯冠修復、補綴処置に移行しても良い。また、患部を十分に封鎖

することで、薬剤貼付の回数を限定する必要はない。 

点数の見直しの場合         点   →         点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在 37,800 人→ 

  37,800 人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在  37,800 回→ 

  37,800 回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

平成２１年社会医療診療行為別調査より推計 

処置内容ならびに治療成績に影響を及ぼすことはほとんどなく、 

歯髄温存療法における２回程度の薬剤貼付を、当該歯の状況により適宜行 

うことで、来院回数は僅かではあるが減少すると思われる。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 
予想影響額    ０    円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他  
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Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等 日本歯内療法学会 
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 特定非営利法人 日本歯科保存学会 

技術名 抜髄処置の減算方式の廃止 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
 

技術の概要 歯髄保存処置後の経過不良例に対して、抜髄処置を行った場合も、一般の初

回抜髄処置と同様に評価する。 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 抜髄手技そのものは、何ら変わるものではない。むしろ、一度歯髄保存処置

を施しているので、根管口の二次象牙質による狭窄など、一般の抜髄操作と

比べて困難な症例も存在する。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

術前の歯髄炎の広がり、程度を完全に把握する診断技術のない現状でも、可

及的に歯髄を保存する治療を推進することは、MI 歯学の概念にも合致する患

者の利益を優先する医療である。このような背景で、歯髄炎の再燃によって、

残念なことに抜髄処置となった症例に対して期間を設定して減算処置を行う

根拠はないと考える。また、同じ処置に対して異なる評価を行う理由もない。

点数の見直しの場合   150 なしは 120     点   →    0     点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在     人→ 

     人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在     回→ 

     回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

歯髄炎による抜髄処置、そのものに影響されるものではない。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額  33,708,150   円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

抜髄処置の 5％程度と想定して、全抜髄症例の 5％は 24,969 例で、歯髄保存

処置 150 点、直 Cap120 点の平均 135 点を掛けると、33,708,150 円となる。 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他  

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等 日本歯内療法学会 
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 日本歯科保存学会 

技術名 歯冠修復物又は補綴物の除去 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・○Ｉ 処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
 

技術の概要  

除去バー等を用い、不適合の歯冠修復物または補綴物を除去する 

再評価区分 ○1 ．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 同一歯において２個以上の歯冠修復物（支台築造を含む）を除去した場合に

それぞれの既存の点数を算定できるようにする。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

不良歯冠修復物および支台築造を含む補綴物を最低限の歯質削合により、安

全かつ確実に除去することは保存治療において重要なことである。鋳造冠お

よびメタルコアが装着されている滋賀に対し、感染根幹処置を行う際には両

方の補綴物を除去することが必要となるが、両方ともに除去することがとて

も困難な場合が多い。さらにコアの除去は歯根破折等への最新の注意を払い

長時間を有することが多い。本法は、現在「同一歯牙について複数の修復物

又は補綴物の除去を行った場合は主たる修復物の除去に対する点数のみを算

定する」となっている。これは、施術に要する技術、特に時間にかんがみ過

小評価である。そこで、同一歯において複数の歯冠修復物（支台築造を含む）

を除去した場合にはそれぞれの点数が算定できるものとする。 

点数の見直しの場合         点   →    30   点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在     人→ 

     人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在     回→ 

     回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

年間の歯冠修復物又は補綴物の除去は 10,493,460 件である(平成 21年度社会

医療診療行為別調査)。このうちの 5% に本法が実施された場合、524,673 件

となる。 

 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額 157,401,900 円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

予想される年間医療費:524,673 件 x 300 円 =157,401,900 円 

除去（困難）の 30 点分を加算する。 
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Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

○1 ．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他  

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等 日本歯内療法学会、日本補綴歯科医学会 
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 特定非営利法人 日本歯科保存学会 

技術名 充形、修形処置の算定要件の見直し 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
 

技術の概要 訪問診療時の充形、修形は 50/100 加算の対象外となっていたが、対象へ加え

る。 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 在宅診療での必要性は高く、また難易度も一般の診療室と比べて高いので、

加算できる特掲診療料とする。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

平成 22 年 11 月 3 日、国民歯科会議（議長：大島 国立長寿医療研究センタ

ー総長）から日本歯科医師会へ「生きがいを支える歯科医療」に対して 3 つ

の答申がなされた。その 3番目は、「診療室」から「必要としている人」のと

ころへ であった。このことは特に高齢歯者の訪問診療への国民レベルの強

い要望を表すもので、特掲診療料として加算する必要がある。 

点数の見直しの場合    120     点   →    180     点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在     人→ 

     人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在     回→ 

     回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

1 月の全歯冠修復 7,382,417 回で、その内 0.5%が訪問診療と推定し、年間で

は 442,944 回となる（対象者の増加はない)。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額 531,532,800 円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

（平 21 年データ）月 全歯冠修復 7,382,417 件の 0.5%が訪問診療と推定し、

年間 442,944 件で、60 点増となり、合計 265,766,400 円の増となる。 

 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他  

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 特定非営利活動法人 日本歯科保存学会 

技術名 複合レジンインレー 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

診療報酬番号 
Ｍ００５，Ｍ００９ 

技術の概要 う蝕歯に対し，歯科用複合レジン充填材料によりインレー修復を行う処置 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

○2 ．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 当該技術に係わる装着料は，鋳造歯冠修復による装着料（45 点）とは異なり

その他の装着料（30 点）である。装着術式は，鋳造歯冠修復より複雑である

為，鋳造歯冠修復装着料と同等とすることを要求する。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

現在，複合レジンインレーは，患者の審美的な要求を満たす処置として広く

行われている。近年の歯科用複合レジン充填材料の物性は，良化してきてお

り，良好な予後を得られてきている（文献）。しかしながら複合レジンインレ

ーの装着術式は，鋳造歯冠修復より複雑であるにもかかわらず，装着料は，

鋳造歯冠修復の点数より低く設定されている。以上より再評価が必要である。

点数の見直しの場合       30 点   →       45 点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在 300,000 人→ 

 300,000 人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化 現在 576,000 回→ 

 576,000 回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

平成 21 年度社会医療診療行為別調査における複合レジンインレーの「単純な

もの」および「複雑なもの」を合わせた年間実施回数は，「48,000 回×12 ヶ

月」より現在 576,000 回と考えられる。また対象患者は，当該技術を一口腔

内月平均２歯弱処置したと仮定し，300,000 人とした。 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 
予想影響額  86,400,000   円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

点数見直しの場合，１５点が加点となり，年間実施回数 576,000 回を掛ける

ことにより 86,400,000 円の増加となる。 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

○1 ．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他 なし 

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等 日本接着歯学会、日本補綴歯科学会 
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医療技術評価提案書（保険未収載技術用）【概要版】 

 
※各項目のポイントを簡潔に記載すること。 
※技術の概要を平易な用語や図表を用いて、A4 用紙 1 枚でまとめた資料を添付すること。 
※既に記載されている様式を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、１枚に収めること。 
 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 麻酔中の歯牙損傷に対する保護床 

技術の概要 全身麻酔に際して、導入・麻酔中・覚醒時における歯の損傷防止をするため

の保護床 

対象疾患名 気管挿管により全身麻酔を実施する患者で歯の損傷が懸念される患者 

保険収載の必要性 麻酔中の歯牙損傷を予防する。さらに、歯を気管内あるいは食道内に落とし

込むなどの重篤な合併症を予防する。本保護床は麻酔中の歯牙の損傷防止に

有効である。 

【評価項目】  

Ⅰ-①有効性 

・治癒率、死亡率、QOL の改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベル 

麻酔中の歯牙損傷率は 0.04～12.1％である。10 年間、30845 例中、110 例

（0.36％）に発生、保護床を 1,681 例に用いると歯牙損傷は 1例（0.06％）

に減少した。（麻酔、2010.59、597-603）歯が脱落して肺内誤嚥を来たし気

管支鏡による摘出術を行った、また、食道内摘出時に食道壁損傷、修復のた

め開胸手術を要した症例報告もある。（麻酔、2004.11；53、1300-1305） 
        エビデンスレベル（別紙参照）； Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

歯型を取り、石膏模型上で作製する。安全性に問題なし。 

Ⅰ-③技術的成熟度 

・学会等における位置づけ 

・難易度（専門性、施設基準等） 

術前に歯科あるいは口腔外科を受診してもらい、口腔内の歯の診察後、歯型

を取って石膏模型を作り、それをもとにレジン、セルロースプレート、シリ

コンなどを用いて保護床を作製する。 

Ⅰ-④倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば必ず記載） 

問題なし 

Ⅰ-⑤普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

気管挿管を行う全身麻酔症例の１～3％（麻酔、2003.52、597-603：麻酔 5046

例中 185 例（3.1％） 

本邦における年間全身麻酔件数 300 万件/年 

3 万件/年 

Ⅰ-⑥効率性 

・新規性、効果等について既存の治

療法、検査法等と比較 

歯の誤飲・誤嚥時における摘出術、付随する全身的合併症の回避、さらに、

歯や口腔粘膜損傷に対する損害賠償請求と装置の作製製請求額を考慮する

と、大きな増減はないと考えられる。 

予想影響額                 0 円 増・減 

既存の 

技術；診療報酬の区分番号      技術名        

Ⅰ-⑦診療報酬上の取扱  

・妥当と思われる区分 

（一つに○をつける） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

・妥当と思われる点数及びその根拠 点数  650  点（１点１０円） 

すでに運用されている「床副子、簡単なもの」（出血創の保護および圧迫止

血目的に作製される、手術に際してのサージカルガイド）の準用が妥当と考

えられる。 
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麻酔中の歯牙損傷に対する保護床
全身麻酔に際して、導入・麻酔中・覚醒時における
歯の損傷防止をするための保護床

気管挿管により全身麻酔を実施する患者で歯の損傷が懸念される患者

歯科または口腔外科を受診し
口腔内診察の後に歯型を採得

保護床の完成 保護床の装着

保護床 650点

歯の誤飲・誤嚥時における摘出術、付随する全身的合併症を回避できる
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医療技術評価提案書（保険未収載技術用）【概要版】 

 
※各項目のポイントを簡潔に記載すること。 
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※既に記載されている様式を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、１枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 侵襲的歯科治療における重症患者加算 

技術の概要 重篤な全身合併症を有する患者に対する安全な歯科治療提供 

対象疾患名 心臓疾患、脳卒中、呼吸器疾患、糖尿病、出血傾向、免疫不全などを有し、

安全に歯科治療を実施するためには一定以上の知識、技術、経験が必要な患

者 

保険収載の必要性 有病高齢者に侵襲的な歯科治療を行うには、確かな知識や技術が必要だが、

処置内容が同じであれば診療報酬に差異はない。これが、治療の消極化の一

因になっている。患者の全身的背景や局所処置の困難性に基づく定性・定量

的な全身疾患の重症度評価を確立する必要がある。 

【評価項目】  

Ⅰ-①有効性 

・治癒率、死亡率、QOL の改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベル 

有効性：積極的に歯科治療をすることで、誤嚥性肺炎の予防、経口栄養摂取

の向上、引いては患者の健康寿命の延長をはかれる 
治癒率・死亡率・QOL の改善等：侵襲的歯科処置により、偶発症や全身的合
併症の悪化を招来すれば、その対応、治療に経済的負担がかかる。安全、的
確に歯科処置を行うことで患者の QOL は上がり、健康寿命が延び、医療費の
削減をはかれる。 
エビデンスレベル（別紙参照）； Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

歯科治療の安全性を高めるためのリスク評価法である。 

副作用等のリスクはない。 

Ⅰ-③技術的成熟度 

・学会等における位置づけ 

・難易度（専門性、施設基準等） 

難易度：全身麻酔における重症度基準を参考に歯科手術。歯科処置を行う際

の全身疾患の重症度、それぞれの疾患に対する知識、臨床検査値の評価、治

療に際しての対応法の熟知、局所対応の困難度に応じて 

専門性・施設基準：患者を多く診療している歯科医師（歯科麻酔認定医、歯

科口腔外科認定医、障害者歯科認定医、BLS 受講者など） 

Ⅰ-④倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば必ず記載） 

ハイリスク患者に適切で安全な歯科治療を提供する。 

Ⅰ-⑤普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

重症度が高いため通常の外来の歯科診療所への受診は稀と思われる。 

対象患者数：20.1 万人、年間実施回数：0.6 万人 侵襲的歯科治療（局所麻

酔を使用した主に抜歯、抜髄などの観血的歯科手術・処置）に問題となる疾

患・病態の基準作り 

Ⅰ-⑥効率性 

・新規性、効果等について既存の治

療法、検査法等と比較 

予想される医療費への影響：予算費影響額 ハイリスク患者の歯科治療が適

切な評価のもと、安全な環境で実施できるため、全身的・局所的偶発症を減

少させることができるという点から、経費を減少できる可能性がある。しか

しながら、重傷度加算に対する予算を計上しなければならない。 

予想影響額     1200 万 円 増・減 

既存の技術；診療報酬の区分番号      技術名        

Ⅰ-⑦診療報酬上の取扱  

・妥当と思われる区分 

（一つに○をつける） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

・妥当と思われる点数及びその根拠 点数  200 点（１点１０円） 

全身麻酔に関して、同様の評価が保健収載されており、重症患者加算として

2200 点が算定されている。歯科治療においては、1回の処置につき 200 点程

度が妥当と考えられる。 
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侵襲的歯科治療における患者重症度加算侵襲的歯科治療における患者重症度加算
重篤な全身疾患合併症を有する患者に対する
安全な歯科治療提供

重篤な全身疾患を有し、安全に歯科治療を実施するためには一定以上の知識、技術、経験が必要な患者
心臓疾患、脳卒中、呼吸器疾患、糖尿病、出血傾向、免疫不全などを有し、安全に歯科治療を実施するためには一定
以上の知識、技術、経験が必要な患者、
ア NYHAⅡ度（普通の身体活動で、疲労・呼吸困難などが出現する）以上の心不全
イ CCS分類Ⅱ度（狭心症発作により日常の身体活動はわずかながら制限される）以上の狭心症
ウ 心筋梗塞発症後6月以内の者
エ 脳卒中発症後6カ月以内の者

オ 酸素療法（在宅）実施患者
カ 1秒率70％未満かつ肺活量比70％未満の換気障害

キ 治療が行われているにもかかわらず，発作を繰り返す気管支喘息
ク HbA1c8.0％以上,空腹時血糖160㎎/ｄL以上又は食後2時間血糖220㎎/ｄL以上の糖尿病

ケ 抗血栓療法実施患者
コ 血小板数5万/uL未満の血小板減少
サ 顆粒球数1000μ/ml以下の免疫不全

シ 透析を行なっている者
ス 植え込み型ペースメーカー又は植え込み型除細動器を使用している者
セ ビスフォスフォネート製剤投与患者、当該顎骨に根治量の放射線治療がなされている者

+200+200

治療費治療費

心臓病、脳卒中、糖尿病、出血傾向、免疫力低下などの全身的な病気を持ったハイリスク患者が増加している

治療費治療費

処置の内容が同じならば
患者が 健康であっても
ハイリスク患者であっても
診療報酬に差異はない

治療の消極化の一因に
なっている

積極的に歯科治療することで、誤嚥性肺炎の予防、経口摂取の向上
ひいては患者の健康寿命の延長をはかれ医療費削減につながる
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申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 口腔領域の神経障害性疼痛に対する歯科用表面麻酔薬を用いたステント療法 

技術の概要 口腔領域の神経障害性疼痛患者に対し、口腔内装置(ステント)を用いて、塗布、貼

布を行った歯科用表面麻酔薬（リドカイン等）の局所保持を可能とする 

対象疾患名 口腔領域の持続性神経障害性疼痛 

保険収載の必要性 口腔顔面領域の外傷や三叉神経の帯状疱疹などに伴い、神経障害性疼痛に苦しむ患

者は年間 12,000 人程度存在すると考えられるが、現在、口腔内の神経障害性疼痛に

対し保険収載されている治療法はなく、患者は治療を求めて放浪している。確かな

診断に基づいた治療を設定する必要がある。 

【評価項目】  

Ⅰ-①有効性 

・治癒率、死亡率、QOL の改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベル 

5％リドカインを用いた局所塗布療法に対する神経障害性疼痛治療の有用性は、

number needed to treat (NNT)で 4.4 である。 

 
        エビデンスレベル（別紙参照）； Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

ステント内面のリザーバーに保持する局所麻酔薬は、1 回につきリドカインで 20mg

未満であり、これを 1 日に 3 回まで補充させるとしても、副作用については、市場

で用いられているそれぞれの薬剤の通常の表面麻酔薬としての使用時の場合と大き

な差はないと考えてよい。 

Ⅰ-③技術的成熟度 

・学会等における位置づけ 

・難易度（専門性、施設基準等） 

神経障害性疼痛の治療の必要性は、医科、歯科ともに遅れており、積極的に進めら

れるべき内容。正しい診断が不可欠で、そのためには、末梢神経障害を診断しうる

感覚検査(一部は保険収載：電流閾値検査 200 点＋神経筋判断料 140 点)を行いうる

歯科医師、施設によって診断されなければならない。 

Ⅰ-④倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば必ず記載） 

問題なし 

Ⅰ-⑤普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

V2,3 帯状疱疹患者 82,500 人+ V2,3 外傷(手術)性神経障害 30,000 人のうち、受療行

為を伴うものが 12,000 人とすると、 

年間対象患者数       12,000 人 

年間実施回数（1人当たり）   10 回 

Ⅰ-⑥効率性 

・新規性、効果等について既存の治

療法、検査法等と比較 

神経障害性疼痛の患者は、正しい診断がついていないことが多く、また、

有効な治療に行き着くことが少ないことから、治療を求めて複数の歯科医

院を受診していることが圧倒的に多い。この場合、根拠のない抜髄、感染

根管治療、歯根端切除、抜歯、掻爬、再掻爬、投薬等の治療を継続的に反

復して受けることになる。これらの治療に要する医療費は、6か月間に 3件

の歯科医院を受診し、臼歯の抜髄または感根処＋普通抜歯＋掻爬＋パノラ

マ X 線写真＋デンタル X 線写真 3 枚＋投薬等の処置を受けたとして計算し

ても、2,000 点は超えるであろう。一人 50 点の削減ができたとしても、

600,000 点の削減が可能である。 

予想影響額  6,000,000 円 増・減 

既存の技術；診療報酬の区分番号      技術名        

Ⅰ-⑦診療報酬上の取扱  

・妥当と思われる区分 

（一つに○をつける） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

・妥当と思われる点数及びその根拠 点数       点（１点１０円） 
印象採得 40 点＋床副子(困難なもの)1,500 点＋装着料 30 点＋薬剤適用範囲の変更

時の床縁調整（床副子調整：220 点）  

局所麻酔薬処方箋 68点 または院内処方料 42点＋調剤料 6点＋薬剤情報料 10点＋

手帳加算 3点＋調剤技術基本料 8点 
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下歯槽神経/舌神経傷害

• 下顎埋伏智歯の抜歯で1‐15%： 年間10万件？

• 骨折およびその修復術で46‐77%

• 下顎枝分割術で83% 7) 顎変形症学会によれば2069例/年

• インプラント手術で8.5%詳細は不明

→神経因性（神経障害性）疼痛に至るのはこのうちの5%程度。

年間のべ12000人の患者が受診すると試算

1

末梢性神経障害性疼痛に対するステントを用いた薬物療法

• 自覚症状として知覚低下、異常感覚、疼痛

– 自発痛には、安静時持続痛と発作痛と伴う。

• 他覚所見として感覚（知覚、疼痛）閾値の変化

– Hypoesthesia（感覚閾値の上昇：知覚低下）

– Hyperalgesia（痛覚の亢進：痛覚過敏）

– Allodynia（痛覚閾値の低下：異痛）

– Dysesthesia（不快感を伴う異常感覚）

– Paresthesia（不快感を伴わない異常感覚）

– Hyperpathia等（異常感覚の重積）

確立された治療法がない

現状の保険点数を準用すれば、
印象採得40点＋床副子(困難なもの)1,500点＋装着料30 点
＋薬剤適用範囲の変更時の床縁調整（床副子調整：220点）
局所麻酔薬処方箋68点 または院内処方料42点＋調剤料6
点＋薬剤情報料10点＋手帳加算3点＋調剤技術基本料8点
合計1858点

現状の保険点数を準用すれば、
印象採得40点＋床副子(困難なもの)1,500点＋装着料30 点
＋薬剤適用範囲の変更時の床縁調整（床副子調整：220点）
局所麻酔薬処方箋68点 または院内処方料42点＋調剤料6
点＋薬剤情報料10点＋手帳加算3点＋調剤技術基本料8点
合計1858点

削減できる医療費
現状では、根拠のない抜髄、感染根管治療、歯根端切除、
抜歯、掻爬、再掻爬、投薬等が反復して行われている。
6か月間に3件の歯科医院を受診し、臼歯の抜髄または感

根処＋普通抜歯＋掻爬＋パノラマX線写真＋デンタルX線写
真3枚＋投薬等の処置を受けたとして計算しても、2,000点は

超えるであろう。

一人50点の削減ができたとしても、600,000点の削減。

削減できる医療費
現状では、根拠のない抜髄、感染根管治療、歯根端切除、
抜歯、掻爬、再掻爬、投薬等が反復して行われている。
6か月間に3件の歯科医院を受診し、臼歯の抜髄または感

根処＋普通抜歯＋掻爬＋パノラマX線写真＋デンタルX線写
真3枚＋投薬等の処置を受けたとして計算しても、2,000点は

超えるであろう。

一人50点の削減ができたとしても、600,000点の削減。

そこで、リドカ
インの局所塗
布療法

NNTは4.4
高いエビデンス

584



医療技術評価提案書（保険未収載技術用）【概要版】 

 
※各項目のポイントを簡潔に記載すること。 
※技術の概要を平易な用語や図表を用いて、A4 用紙 1 枚でまとめた資料を添付すること。 
※既に記載されている様式を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、１枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 気道確保困難（DAM）加算 

技術の概要 全身麻酔導入時の特殊器具を用いた気道確保対策に対する加算 

対象疾患名 全身麻酔下に行われる歯科・歯科口腔外科患者 

保険収載の必要性 歯科・口腔外科で全身麻酔が対象となる患者は顎顔面に問題がみられる症例が

多く、特殊器具を用いた気道管理の必要があり、保険収載の必要性があると考

えられる。 

【評価項目】  

Ⅰ-①有効性 

・治癒率、死亡率、QOL の改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベル 

全身麻酔導入時に換気困難となるのは約 25％であるが、エアウェイをはじめとし

た各種 DAM デバイスを事前に準備することでほぼ酸素化が可能となり、安全な

気道管理に極めて有効であるとされている（Anesthesiology, 2006;105: 

885-891）。 

なお，世界的にはアメリカ麻酔学会など各国でガイドラインも整備されており、現

在では確立された対応法として普及している（Anesthesiology 2003; 98:1269 

–77）。 
        エビデンスレベル（別紙参照）； Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

麻酔導入後の気道関連偶発症を低減でき、安全医療向上の目的で行われる。 

ただし、各種器具・操作法の習熟が必要である。 

Ⅰ-③技術的成熟度 

・学会等における位置づけ 

・難易度（専門性、施設基準等） 

歯科麻酔研修の履修が望ましく、日本歯科麻酔学会認定医・専門医の監視の下

の施行が望まれる。さらに、日本医学シミュレーション学会等が開催する DAM セ

ミナーをはじめとした技術習得や器具の整備が要求される。 

Ⅰ-④倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば必ず記載） 

問題なし。 

Ⅰ-⑤普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

平成 22 年社会医療診療行為別調査より  

年間対象患者数      約 5,000 人 

年間実施回数（1人当たり）  1  回 

Ⅰ-⑥効率性 

・新規性、効果等について既存の治

療法、検査法等と比較 

当該技術料 6,000 円として 5,000 人で 6,000×5,000＝30,000,000 円 

 

当該技術の保険収載に伴い、直接的な医療費減少はないが、換気・挿管困難に

よる予想外の緊急気管切開の減少や、それに伴う入院期間短縮、抗菌薬等の投

与量の減少、さらに心停止になってしまった場合の各種救急処置費用の抑制が

考えられる。 

 

予想影響額       3,000 万   円 増・減 

既存の技術；診療報酬の区分番号      技術名        

Ⅰ-⑦診療報酬上の取扱  

・妥当と思われる区分 

（一つに○をつける） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

・妥当と思われる点数及びその根拠 点数  600 点（１点１０円） 

L-008-5 ロ 全身麻酔 6,100 点の気管挿管等の技術管理料を割り増しし

て。 
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気道確保困難（DAM）加算 全身麻酔導入時の特殊器具を用いた
気道確保対策に対する加算

歯科処置・歯科口腔外科手術の全身麻酔時に気道確保は不可欠！ただし･･･
歯や顎に問題がある患者様（口が開かない，顎が小さい）が多く，気管挿管などの気道確保は困難な場合が多い

特殊器具を用いた
気道管理の必要

全身麻酔導入時に換気困難となるのは約25％であるが，エアウェイをはじめと
した各種DAMデバイスを事前に準備することでほぼ酸素化が可能となり，安全
な気道管理に極めて有効（Anesthesiology, 2006;105: 885-891）

意識下挿管

非侵襲的挿管 侵襲的手技による
気道確保 ＊

成功 ＊ 不成功

手術中止 他のオプションを
考慮する (a)

侵襲的気道
確保 (b) ＊

A.
Primary Strategy

B. 全身麻酔導入後の挿管

最初の挿管手技
で成功 ＊

最初の挿管手技
で不成功

この時点より先では以下を
考慮する
1．助けを呼ぶ
2．自発呼吸を出現させる
3．患者を覚醒させる

Secondary Strategy
マスク換気可能 マスク換気不可能

LMA挿入成功 ＊
LMA考慮または使用する

LMAが不適切か挿入困難
非緊急的気道確保

マスク換気可能，挿管不成功
緊急的気道確保

マスク換気不可能，挿管不可能

代替の挿管手段の採用 (c) マスク換気またはLMA
換気が不可能ならば 助けを呼ぶ

挿管成功 ＊ 数回の試行でも不成功 緊急の非侵襲的気道換気 (e)

換気可能 換気不可能

緊急の侵襲的
気道確保 (b) ＊侵襲的気道確保 (b) 代替えの気道確保

手段を考慮 (a)
患者を覚醒させる (d)

アメリカ麻酔学会のガイドライン
（Anesthesiology 2003; 98:1269 –77）等の履修

＋
気管支ファイバーなどの
特殊DAMデバイスの使用

しかしながら　現行では麻酔
導入時の特殊な対応に対する評価はない

そこで

+600

年間医療費増
6,000円×5,000件＝

3,000万円
【メリット】

•緊急気管切開の減少
•入院期間短縮
•抗菌薬等の投与量の
減少
•心停止を未然に防ぐ
ことで各種救急処置
費用の抑制
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医療技術評価提案書（保険未収載技術用）【概要版】 

 
※各項目のポイントを簡潔に記載すること。 
※技術の概要を平易な用語や図表を用いて、A4 用紙 1 枚でまとめた資料を添付すること。 
※既に記載されている様式を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、１枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 障害者麻酔周術期加算 

技術の概要 障害を有する患者に対し、安全、安心な全身麻酔・静脈内鎮静法の導入提供の

観点から必要な加算点数である。 

対象疾患名 精神遅滞、自閉症等の先天的障害者や認知症、歯科治療非協力小児など麻酔

導入時に特別配慮すべき医科的疾患を有する患者など。 

保険収載の必要性 対象となる障害者群には全身麻酔もしくは静脈内鎮静法を用いて歯科治療が必

要な場合があるが、得てして麻酔導入時に、導入が困難な場合がある。当然、安

全・安心・良質医療の提供に配慮する必要がある。しかし、現在これらの技術評

価はなされておらず、非採算の要因ともなっている。 

【評価項目】  

Ⅰ-①有効性 

・治癒率、死亡率、QOL の改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベル 

障害者の歯科治療は、通法では難しい場合が多く、その場合に全身麻酔や静脈

内鎮静法が有効となる。しかし、不安や恐怖、自身の性質等で診療室にも入らな

いケースも多くましてや点滴も普通では確保困難な場合も少なくない。そのような

時、前投薬を飲ませたり、緩徐導入のトレーニングをしたりさまざまな手技を駆使

してトライする。これらの患者に安全、安心な歯科医療を提供する上で麻酔導入

は極めて重要である。 
        エビデンスレベル（別紙参照）； Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

副作用は、なし。 

Ⅰ-③技術的成熟度 

・学会等における位置づけ 

・難易度（専門性、施設基準等） 

歯科麻酔認定医・専門医、口腔外科専門医の指導の下の施行が望まれる。場合

によっては、看護師や歯科衛生士との連携が必要である。 

Ⅰ-④倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば必ず記載） 

麻酔導入をより安全に提供する観点から倫理性、社会的妥当性は高い。 

Ⅰ-⑤普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

大学病院、病院歯科、歯科センターにおいては日常的に行われている。 

年間、障害者加算数を計算すると約 920000 件。そのうち約 1％が、全身麻

酔による治療だと考えると、約 9200 件 

年間対象患者数  9200 人 

年間実施回数（1人当たり）    回 

Ⅰ-⑥効率性 

・新規性、効果等について既存の治

療法、検査法等と比較 

障害者麻酔導入時加算 500 点 － 障害導入加算 250 点 ＝250 点 

200 人×250 点＝50000 点 

障害者麻酔導入時加算 500 点 － 障害加算 175 点 ＝325 点 

9000 人×325 点＝2925000 点 

50000 点+2925000 点＝2975000 点 

予想影響額           約 30,000,000 円 増・減 

既存の技術；診療報酬の区分番号      技術名        

Ⅰ-⑦診療報酬上の取扱  

・妥当と思われる区分 

（一つに○をつける） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

・妥当と思われる点数及びその根拠 点数   500    点（１点１０円） 

初診の障害者導入加算や再診の障害加算に位置づけられるもの。 
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障害を有する患者に対し、安全、安心な全身麻酔・静脈内鎮静法の導
入提供の観点から必要な加算点数である。障害者麻酔周術期加算

治療費
（麻酔費含） そこでそこで 本法の安全

な運用のために点数の
再評価が不可欠である

障害者の歯科治療は、通法では難しい場合が多く、その場合に全身麻酔や静脈内鎮静法が有効となる。し
かし、不安や恐怖、自身の性質等で診療室にも入らないケースも多くましてや点滴も普通では確保困難な場
合も少なくない。そのような時、前投薬を飲ませたり、緩徐導入のトレーニングをしたりさまざまな手技を駆使
する場合がある。これらの患者を、安全で安心な歯科医療を提供する上で麻酔導入は極めて重要である。

安全・安心・良質医療の提供に配慮する必要があ
る。しかし、現在これらの技術評価はなされておら
ず、非採算の要因ともなっている。

障害者導入加算
250点

障害者加算
175点

約3000万円
（2,975,000点）

障害者麻酔周術期加算
+500点
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医療技術評価提案書（保険未収載技術用）【概要版】 

 
※各項目のポイントを簡潔に記載すること。 
※技術の概要を平易な用語や図表を用いて、A4 用紙 1 枚でまとめた資料を添付すること。 
※既に記載されている様式を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、１枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 S-W テストならびに 2点識別検査 

技術の概要 中枢ならびに末梢神経障害において口腔領域の触覚ならびに統合感覚を定

量的に評価する 

対象疾患名 末梢性ならびに中枢性三叉神経障害(主に歯科治療に伴う三叉神経傷害や脳

卒中後の三叉神経領域の感覚障害を想定) 

保険収載の必要性 歯科治療に伴う三叉神経傷害や脳卒中後の三叉神経領域の感覚障害に対し

ては、従来、歯科領域では保険上算定できる検査法が認められていなかった．

本検査法を用いれば、傷害感覚神経の定量的機能評価により傷害度の判定、

経時的機能回復度の評価が行える。 

【評価項目】  

Ⅰ-①有効性 

・治癒率、死亡率、QOL の改善等 

・学会のガイドライン等 

・エビデンスレベル 

本検査法の再現性については、古くから認められている。 

本検査法自体が、さまざまな EBM を検討する臨床研究で感覚の評価

の基準となっている。 
 

エビデンスレベル（別紙参照）； Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

Ⅰ-②安全性 

・副作用等のリスクの内容と頻度 

器具自体は、通常の用法では非侵襲的であり、安全性は確立している。ただ

し、感覚脱失の著しい症例においては、触覚閾値を測定する際に過度に強い

力のかかる太いフィラメントを強く押し当てると組織を傷害する危険性が

ある。 

Ⅰ-③技術的成熟度 

・学会等における位置づけ 

・難易度（専門性、施設基準等） 

神経傷害後には、感覚低下だけでなく、痛覚過敏や異常感覚も生じうるため、

神経障害性疼痛の発生について十分に理解した歯科医師が行うことが望ま

しいと考えられるが、現時点では本病態に関して専門的に扱う必要はない。

しかし、フィラメントや測定器の当て方によって計測値が行ってくるので、

検査方法に関しての講習等が必要と考えられる。施設基準は特に設ける必要

はない。 

Ⅰ-④倫理性・社会的妥当性 

（問題点があれば必ず記載） 

問題なし。 

Ⅰ-⑤普及性 

・年間対象患者数 

・年間実施回数等 

脳卒中入院患者 180,000 人+V2,3 帯状疱疹患者 10,000 人+ V2,3 外傷(または

顎骨手術)患者 30,000 人=220,000 人のうち、感覚障害で歯科を受療するに至

る患者を10,000人とし、1か月に1度検査を行うとして、10,000×12=120,000

回 
(厚労省患者調査の概況ならびに歯科疾患実態調査のデータをもとに推計) 

年間対象患者数  約 10,000  人 

年間実施回数   120,000  回 

Ⅰ-⑥効率性 

・新規性、効果等について既存の治

療法、検査法等と比較 

既存の検査法との比較の対象にはならないが、現在、患者の訴えに基づいて

なされている感覚障害の治療の妥当性を評価する基準となる。検査データを

基に初診後 12 カ月で治癒または症状固定と診断し、明確な根拠なく行われ

ているそれ以後の治療を整理することで医療費が削減できる。その根拠とな

る検査データを得る。 

予想影響額       212,280,000  円 増・減 

既存の技術；診療報酬の区分番号      技術名        

Ⅰ-⑦診療報酬上の取扱  

・妥当と思われる区分 

（一つに○をつける） 

Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

・妥当と思われる点数及びその根拠 医科点数表の電流知覚閾値検査を参考として計算した。 

点数 1 回につき 200 点(検査料)＋140 点（神経筋検査判断料：月 1 回算

定） 
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下歯槽神経/舌神経傷害

• 下顎埋伏智歯の抜歯で1‐15%： 年間10万件？

• 骨折およびその修復術で46‐77%
• 下顎枝分割術で83% 7) 顎変形症学会によれば2069例/年

• インプラント手術で8.5%詳細は不明

→神経因性（神経障害性）疼痛に至るのはこのうちの5%程度。

帯状疱疹（ＨＺ）

• V2/V3領域ＨＺ患者は年間3000人程度

脳卒中後の口腔感覚障害

• 年間180,000人のうち口腔顔面領域の感覚障害10,000人
と仮定

このうち年間10,000人の初診患者が受診すると試算

S‐Wテストならびに2点識別検査

• 自覚症状として知覚低下、異常感覚、疼痛

– 自発痛には、安静時持続痛と発作痛と伴う。

• 他覚所見として感覚（知覚、疼痛）閾値の変化

– Hypoesthesia（感覚閾値の上昇：知覚低下）

– Hyperalgesia（痛覚の亢進：痛覚過敏）

– Allodynia（痛覚閾値の低下：異痛）

– Dysesthesia（不快感を伴う異常感覚）

– Paresthesia（不快感を伴わない異常感覚）

– Hyperpathia等（異常感覚の重積）

歯科保健制度で認められた検査法がない

まず、触覚に対する定量感覚検査を標準化

医科の保険点数（電流知覚閾値検査）を準用すれば、
検査200点＋神経筋検査判断料140点（月に1度まで）

合計340点(3400円)

医科の保険点数（電流知覚閾値検査）を準用すれば、
検査200点＋神経筋検査判断料140点（月に1度まで）

合計340点(3400円)

削減できる医療費
現状では、2年目以降も患者の訴えのみに基づき、

延々と治療がなされている。
初診より12か月後の定量感覚検査をもとに患者

に回復度の説明を行い、治癒または症状固定と診
断できれば、その後の医療費が削減できる。2年目
以降の再診料690円、処方箋料680円、調剤基本料
400円＋調剤料770円＋薬剤管理料300円＋薬剤調
剤情報提供料150円＋長期投薬情報提供料280円、
メチコバール0.5㎎3回30日分1899円で計5169円
一人1年分で21,228円、年間のべ10,000人で

年間212,280,000円の医療費を削減可能。

削減できる医療費
現状では、2年目以降も患者の訴えのみに基づき、

延々と治療がなされている。
初診より12か月後の定量感覚検査をもとに患者

に回復度の説明を行い、治癒または症状固定と診
断できれば、その後の医療費が削減できる。2年目
以降の再診料690円、処方箋料680円、調剤基本料
400円＋調剤料770円＋薬剤管理料300円＋薬剤調
剤情報提供料150円＋長期投薬情報提供料280円、
メチコバール0.5㎎3回30日分1899円で計5169円
一人1年分で21,228円、年間のべ10,000人で

年間212,280,000円の医療費を削減可能。

そこで、von 
Frey filament, 
2点識別域
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 歯科治療総合医療管理料 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
B004-6 

技術の概要 全身疾患を合併する患者の歯科治療を行うにあたり、総合的医療管理が必要

であるとして、患者の全身状態等に係る情報提供を受けた患者に対し、必要

な医療管理を行った場合に算定する 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 (1) 算定要件のうち(1)「総合的医療管理が必要であるとして診療情報提供料

算定による患者の全身状態等に係る情報提供を受けた患者に対し」から「診

療情報提供料算定による」を除く。 

(2)算定要件のうち(4)「全身状態の把握、管理等が必要であるとして紹介を

受けた患者に対し」を「全身状態の把握、管理等が必要であるとして文書に

よる情報提供を受けた患者に対し」に改める。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

(1)全身疾患（基礎疾患）を有する患者の紹介のみが現行であるが、より早期

に患者の全身状態を把握し、管理下で安全・安心な歯科治療環境を提供する

必要がある。 

(2)総合的医療管理は、主治歯科医師が管理の必要性を認識し、全身状態等に

ついて主治内科医等に照会・対診した後に、早期に行われるべきであり、歯

科の能動的情報収集および医科歯科連携を強化する。 

点数の見直しの場合         点   →         点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在     人→    人 増・減・変化無し

年間実施回数の変化 現在 37,200 人→ 148,800 人 増・減・変化無し 

 ※根拠 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 
予想影響額    8,477 万円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

当該管理料の算定頻度は、H21 年社会医療診療行為別調査(厚労省)から算定要

件の改定に伴って増加することが予想される。 

同調査によると情 I が 62205 件有り、そのうちの 2 割が医科への照会とする

と 12441 件。12,441 件×140 点×10 円＝17,417,400 円増加。1 年では

209,008,800 円増加。 

12241 件のうち全身疾患増悪率は 0.2％とし、その回復に必要とする医療費を

100 万円とすると 1ヶ月あたり 24482000 円かかり、1年では 293784000 円。 

84.775,200 円の削減可です。 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他 現在第 12 部については区分番号 M002 を行うまでしか算定できないが、印象

採得時にもかなり全身的負担がかかるため、M002-2 および M003 を行うときま

で算定可にすべきである。 
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Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等 日本歯科麻酔学会、日本障害者歯科学会、日本老年歯科学会、日本有病者歯

科医療学会他 
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 静脈内鎮静法 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 
 

技術の概要 歯科治療に対する恐怖心や不安・緊張感を最小限に抑制し、円滑・快適かつ

安全に治療を施行するために、経静脈的に薬物投与を行う方法 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 １．短時間なもの、２．十分な体制で行われる長時間のもの、を設ける。 

（短時間なものは２０分以下） 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

静脈内鎮静法を実施するにあたっては、全身麻酔と同等の術前評価を行うべ

きとされており、処置中は、意識、酸素化、換気、循環のモニタリングを実

施、術者とは別に患者監視に専念する監視者を配置する必要があるとされて

いる。また、鎮静法中の合併症の発症報告もなされている(以上、「歯科診療

における静脈内鎮静法ガイドライン：Minds 掲載準備中」から）。しかしなが

ら、現行の算定要件では、本法に専念する監視者を配備することは困難であ

る。本法の安全な運用のために、点数の見直し(増点)が不可欠だと考えられ

る。 

点数の見直しの場合         点   →         点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在  8000 人→  8000 人 増・減・変化無し 

（診療行為別調査（H21.6）によると、月約 860 件） 

年間実施回数の変化 現在  10000 人 → 10000 人 増・減・変化無し 

 ※根拠 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 
予想影響額         円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

静脈内鎮静法を安全に実施するために、現行保険収載されている「静脈麻酔」

における安全対策および算定要件の運用が妥当と考えられる。麻酔の実施時

間が２０分以下のものが半分程度と予測されるため、５０００件×４８００

円（６００点－１２０点）＝２４００万円の医療費増が見込まれる。 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他  

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 麻酔管理加算 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他 

診療報酬番号 区分番号 K（K000 および K001 を除く。）および医科点数表の例に掲げる麻酔

料 

技術の概要 麻酔管理下で処置、手術等を行う場合は、通常、術者は 2 名体制で行ってい

ることから、その実態を評価すべく、管理加算として評価する。 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 保険医療機関に勤務し専ら麻酔管理を担当する歯科医師が，他の歯科医師の

第 8 部処置、第 9 部手術中の麻酔を管理した場合に算定する。この場合，管

理した内容（麻酔前後の診察及び麻酔の内容等）の記録を診療録に記載する。

なお，この記録は診療録への添付により診療録への記載に代えることができ

る。 

なお、施設基準については 

(1) 歯科点数表区分番号 B004-6 に掲げる歯科治療総合医療管理料の施設基

準の届出を行った保険医療機関であること。 

(2) 当該保険医療機関で麻酔管理を専ら担当する常勤の歯科医師が配置され

ていること。 

(3) 麻酔管理を行うにつき十分な体制が整備されていること。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

鎮静法および全身麻酔施行にあたっては、麻酔管理を行う歯科医師が必要で

あるが、特に K002、K003 においては、その点が考慮されている点数とは言い

難い。したがって、現行の点数では、専念する監視者を配備することは困難

であり、これらを評価する基準等が必要と考える。特に、静脈内鎮静法につ

いてはそのガイドラインにおいても術者 1 人で処置と麻酔管理を行うことは

推奨していないことから、整合性がとれていない。本法の安全な運用のため

に、点数の見直し(増点)が不可欠だと考えられる。 

点数の見直しの場合         点   →         点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在 60000 人 → 60000 人 増・減・変化無し 

年間実施回数の変化  現在 60000 人 → 60000 人 増・減・変化無し 

 ※根拠 

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額   6,000 万 円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

全国で歯科麻酔に専従している施設は、歯科大学附属病院、病院歯科等であ

り、そこで実施されている上記項目の麻酔件数は概ね 60,000 件と予測される

ため、管理加算を都度算定すると仮定すれば、60,000×1,000 円となり 6,000

万円の増加となる。 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 
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Ⅲ-⑤その他  

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

技術名 浸潤麻酔、圧迫麻酔 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ処置・Ｊ手術・

Ｋ麻酔・Ｌ放射線・Ｍ歯冠修復及び欠損補綴・Ｎ歯科矯正・Ｏ病理・その他

診療報酬番号 K001 

技術の概要 (1)第９部手術、所定点数が 120 点以上の処置、特に規定する処置、区分番号

M001 に掲げる歯冠形成の所定点数には、浸潤麻酔の費用が含まれ別に算定で

きない。 

(2)う蝕症又は象牙質知覚過敏症等の歯に対する所定点数が120点未満の処置

に浸潤麻酔を行った場合の費用は、術野又は病巣を単位として所定点数によ

り算定する。 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

具体的な内容 (1)120 点ルールの撤廃 

(2)通知(1), (2)削除：麻酔は個々に算定できるようにすべきである。浸麻は

歯科ではよく多用するがリスクも多く、例えば KP などの低い点数に包括され

るのは問題である。 

(3)独立した技術として評価されるべきであり、点数のない処置時に行った場

合も麻酔料は算定を可とする。 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

(1)歯科局所麻酔法は無痛下歯科治療の根幹をなす手技であり、解剖・生理・

薬理学をはじめ、基礎と臨床両面にわたってかなりの教育時間を必要とする。

すなわち、その施行に当たっては非常に慎重な対応・操作が必要で、単独で

の保険算定に十分値する医療行為に該当する。 

(2)診療行為の中で局所麻酔投与時に心停止をはじめとする全身的偶発症が

生じる可能性がもっとも高く（蘇生, 2005, 24(2), 82-87）、死亡する可能性

もある。したがって、医療安全対策費用として算定を行えるようにすべきで

ある。                               

点数の見直しの場合         点   →         点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年年間対象患者数の変化 現在  15 万人→ 150 万人 増・減・変化無し

年間実施回数の変化 現在 150 万回→  1,500 万回 増・減・変化無し 

 ※根拠 

  

Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 
予想影響額    3 億 1千万円 増・減 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

当該麻酔料の算定頻度は社会学的に調査されたものはなく、H21 年社会医療診

療行為別調査(厚労省)と推測から検討したものである。算定要件の改定に伴

って増加が予想される。一方、十分な安全環境が提供できなかった場合に発

生する、致死的な偶発・合併症で生じる患者一人あたりの医療費は、数百万

円から 1千万円を超える場合も考えられる。 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

２．あり（別紙に記載） 

Ⅲ-⑤その他 特になし 
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Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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医療技術再評価提案書（保険既収載技術用） 

 

※ 本紙に既に記載されている内容を変更することなく、空欄を埋める形で記載し、２枚に収めるこ

と。欄外には記載しないこと。また、別紙への記載が必要な場合は３枚に収めること。 

申請団体名 日本磁気共鳴医学会 

技術名 電子画像管理加算 

診療報酬区分（1つに○） Ｃ在宅・Ｄ検査・Ｅ画像・Ｆ投薬・Ｇ注射・Ｈリハビリ・Ｉ精神・Ｊ処置・

Ｋ手術・Ｌ麻酔・Ｍ放射線・Ｎ病理・その他 ○Ｄ検査 

診療報酬番号 
第 3コンピュータ断層撮影診断料 通則 3 

技術の概要 撮影した画像を電子化して、管理・保存した場合に加算される。ただし、こ

のときにはフィルム代は算定できない 

再評価区分 １．算定要件の見直し（適応疾患の拡大、施設基準、回数制限等）  

２．点数の見直し（増点）    

３．点数の見直し（減点）  

４．点数の見直し（別の技術料として評価） 

５．保険収載の廃止 

６．その他（                   ） 

点数の見直し（増点） 

具体的な内容 コンピュータ断層撮影診断における電子画像管理加算（現行 120 点）は現在

単一評価である。最近のの CT、MR の画像量の増加、院内ネットワーク規模の

大小、画像管理システムの継続性を考慮し、2区分とすることを提案する。 

区分 1:240 点、区分 2：120 点（据え置き）、を提案する。但し、区分 1 の施

設基準として、① 撮影機器は 16 列以上の CT、1.5 テスラ以上の MR、② 対象

病院は臨床研修指定病院、地域医療支援病院、がん診療連携拠点病院、へき

地医療拠点病院群。 

点数 区分 1：240 点 区分 2：120 点（据え置き） （１点１０円） 

≪1≫  外保連試案点数（試案にない場合は妥当な点数）：240 点（試案にはあ

りません） 

≪2≫  別途請求が認められていない必要材料と価格（定価）：0円 

 

【評価項目】  

Ⅲ-①再評価の理由 

（根拠、有効性等について必ず記載す

ること。） 

[１]背景： 医療情報の密接な連携は医療機関間の重複検査の減少を通して医

療費の効率的使用に有益である。さらに、国民一人一人の医療情報を生涯に

わたり蓄積（electronic personal health record [EHR]）し、疾患の早期介

入による国民健康の向上に寄与するためにもこのような連携は必須である。

医用画像の電子保存はこの様な医療情報連携の基盤である。 

[２] 画像管理システム：画像の電子保存システムの構築とその維持・更新に

は継続的に経費が必要となる。特に病院では蓄積サーバ、ネットワーク、多

数の画像観察用モニタ等を配置したシステム構成となります。実態調査に基

づくシミュレーションの結果、本加算の増点が望まれますが、それには撮影

機器の機種、病院規模、病院機能などを考慮した設定が有効であると考えら

れるところから、区分に分けた評価を提案します。 

点数の見直しの場合  120 点   →  240,120 点 

Ⅲ-②普及性の変化 

・年間対象患者数の変化 

・年間実施回数の変化等 

年間対象患者数の変化 現在  16,646,868 人→ 

  16,646,868 人 変化無し 

年間実施回数の変化 現在 16,646,868 回→ 

 16,646,868 回 変化無し 

 ※根拠 

社会医療診療行為別調査（2009 年分）より推計。推定においては臨床研修指

定病院および大学病院を対象とし、300 床以上の病院であることを仮定した。

また、機器は 16 列以上および 1.5 テスラ以上とした。このうち、区分 1で増

点の対象となるのは年間 7,250,971 回と推定される。 

（なお、本加算には対象患者という概念はなく実施回数と同数としました。）
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Ⅲ-③予想される医療費へ影響（年間） 予想影響額 8701165200 円 増 

 

（影響額算出の根拠を記載する。） 

・予想される当該技術に係る医療費 

・当該技術の保険収載に伴い減少又

は増加すると予想される医療費 

① 電子画像管理加算を現行 120 点から 240 点にする施設要件のうち、計算上

は基幹型臨床研修指定病院および大学病院とした。 

② 基幹型臨床研修指定病院および大学病院は 1,050 病院（臨床研修ホームペ

ージより）。いずれも 300 床以上とみなした。 

③ 機器の要件は 16 列以上の MDCT、1.5T 以上の MR とした。 

② 300 床以上で MDCT を保有するのは 1,148 施設（医療施設調査、2008 年）。

すると、①の対象病院は 9割に相当すると推定した。 

③ 300 床以上の全施設での CT、MR の全検査数は年間 11,725,464 回（行為別

調査、2009 年）。そのうち、16 列以上の CT は 5,000,291 回（台数と検査実績

から MDCT の 62%と仮定）、1.5T 以上の MR は 3,056,343 回、計 8,056,634 回（全

体の 69%）と推定される。 

④ 対象病院で実施されるのはそのうち 9割で、年間 7,250,971 回。 

⑤ これらが増点（120 点→240 点）の対象となるので、影響額は 87 億円（年

額）の増と推定される：7,250,971 回×120（増点）×10＝8,701,165,200 円。

 

Ⅲ-④算定要件の見直し等によって、

新たに使用される医薬品又は医療機

器（未採用技術の例にならって記載） 

１．特になし（別紙及び添付文書は不要） 

Ⅲ-⑤その他 外保連試案コード：*‐*‐* 

技術度：* 医師（術者以外）：* 看護師：* その他：* 所要時間（分）：

* 

 

Ⅲ-⑥関係学会、代表的研究者等  
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